
【様式第1号】

会計：全体会計相殺後 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 15,022   固定負債 -

    有形固定資産 -     地方債等 -

      事業用資産 -     長期未払金 -

        土地 -     退職手当引当金 -

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 -

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 705,603

        建物 -     １年内償還予定地方債等 -

        建物減価償却累計額 -     未払金 -

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 -     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 705,603

        船舶 -     預り金 -

        船舶減価償却累計額 -     その他 -

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 705,603

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 145,409,272

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） 694,610,047

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      インフラ資産 -

        土地 -

        土地減損損失累計額 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        建物減損損失累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 -

      物品減価償却累計額 -

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 15,022

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 15,022

        減債基金 -

        その他 15,022

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 840,709,900

    現金預金 683,344,130

    未収金 11,971,520

    短期貸付金 -

    基金 145,394,250

      財政調整基金 145,394,250

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 840,019,319

資産合計 840,724,922 負債及び純資産合計 840,724,922

貸借対照表（全体会計相殺後）
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：全体会計相殺後 （単位：円）

行政コスト計算書（全体会計相殺後）
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

  経常費用 110,611,601,698

    業務費用 2,399,482,615

      人件費 18,667,362

        職員給与費 7,450,730

        賞与等引当金繰入額 705,603

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 10,511,029

      物件費等 778,238,270

        物件費 778,238,270

        維持補修費 -

        減価償却費 -

        その他 -

      その他の業務費用 1,602,576,983

        支払利息 -

        徴収不能引当金繰入額 -

        その他 1,602,576,983

    移転費用 108,212,119,083

      補助金等 323,350,138

      社会保障給付 107,888,768,945

      その他 -

  経常収益 142,803,034

    使用料及び手数料 -

    その他 142,803,034

純経常行政コスト 110,468,798,664

  臨時損失 1

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 1

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    その他 -

純行政コスト 110,468,798,665



【様式第3号】

会計：全体会計相殺後 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 2,980,117,742 424,765,177 2,555,352,565 -

  純行政コスト（△） -110,468,798,665 -110,468,798,665 -

  財源 108,328,700,242 108,328,700,242 -

    税収等 63,055,361,725 63,055,361,725 -

    国県等補助金 45,273,338,517 45,273,338,517 -

  本年度差額 -2,140,098,423 -2,140,098,423 -

  固定資産等の変動（内部変動） -279,355,905 279,355,905

    有形固定資産等の増加 - -

    有形固定資産等の減少 -1 1

    貸付金・基金等の増加 81,814,096 -81,814,096

    貸付金・基金等の減少 -361,170,000 361,170,000

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -2,140,098,423 -279,355,905 -1,860,742,518 -

本年度末純資産残高 840,019,319 145,409,272 694,610,047 -

純資産変動計算書（全体会計相殺後）
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：全体会計相殺後 （単位：円）

資金収支計算書（全体会計相殺後）
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 110,611,198,363

    業務費用支出 2,399,079,280

      人件費支出 18,558,284

      物件費等支出 778,238,270

      支払利息支出 -

      その他の支出 1,602,282,726

    移転費用支出 108,212,119,083

      補助金等支出 323,350,138

      社会保障給付支出 107,888,768,945

      その他の支出 -

  業務収入 108,469,537,333

    税収等収入 63,055,361,725

    国県等補助金収入 45,273,338,517

    使用料及び手数料収入 -

    その他の収入 140,837,091

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 -2,141,661,030

【投資活動収支】

  投資活動支出 81,814,096

    公共施設等整備費支出 -

    基金積立金支出 81,814,096

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 361,170,000

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 361,170,000

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 279,355,904

【財務活動収支】

  財務活動支出 -

    地方債等償還支出 -

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債等発行収入 -

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 -

本年度末現金預金残高 683,344,130

財務活動収支 -

本年度資金収支額 -1,862,305,126

前年度末資金残高 2,545,649,256

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 683,344,130



2023/10/4

①対象範囲

　一般会計及び後期高齢者医療特別会計を対象にしています。

②出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数を

　もって会計年度末の計数としている旨、財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の

　計数をもって会計年度末の計数としております。

　（地方自治法 235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」）

<重要な会計方針>

③有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としております。

　※開始時における有形固定資産はありません。

　また開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。

④有形固定資産等の減価償却の方法

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　定額法を採用しております。

・無形固定資産

　定額法を採用しております。

⑤有価証券等の評価基準及び評価方法

　現在、有価証券等の保有はありません。

⑥引当金の計上基準及び算定方法

・賞与引当金

　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

⑦資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ケ月以内の短期投資等）を資金の範囲としています。

　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでいます。

⑧その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税込方式によっております。

注　記
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自治体名：山梨県後期高齢者医療広域連合 年度：令和4年度
会計：指定なし

（単位：円）

区分
前年度末残高

(A)
本年度増加額

(B)
本年度減少額

(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

本年度償却額
(F)

差引本年度末残高
(D)-(E)

(G)

事業用資産 - - - - - - -
　土地 - - - - - - -
　立木竹 - - - - - - -
　建物 - - - - - - -
　建物付属設備 - - - - - - -
　工作物 - - - - - - -
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他の有形固定資産 - - - - - - -
　建設仮勘定 - - - - - - -
インフラ資産 - - - - - - -
　橋梁（公共土地） - - - - - - -
　道路（公共土地） - - - - - - -
　河川（公共土地） - - - - - - -
　ダム（公共土地） - - - - - - -
　山林（公共土地） - - - - - - -
　漁港・港湾（公共土地） - - - - - - -
　公園（公共土地） - - - - - - -
　下水道（公共土地） - - - - - - -
　防火水槽（公共土地） - - - - - - -
　下水処理（公共土地） - - - - - - -
　トンネル（公共土地） - - - - - - -
　農道（公共土地） - - - - - - -
　林道（公共土地） - - - - - - -
　その他（公共土地） - - - - - - -
　橋梁（公共建物） - - - - - - -
　道路（公共建物） - - - - - - -
　河川（公共建物） - - - - - - -
　ダム（公共建物） - - - - - - -
　山林（公共建物） - - - - - - -
　漁港・港湾（公共建物） - - - - - - -
　公園（公共建物） - - - - - - -
　下水道（公共建物） - - - - - - -
　防火水槽（公共建物） - - - - - - -
　下水処理（公共建物） - - - - - - -
　トンネル（公共建物） - - - - - - -
　農道（公共建物） - - - - - - -
　林道（公共建物） - - - - - - -
　その他（公共建物） - - - - - - -
　橋梁（公共工作物） - - - - - - -
　道路（公共工作物） - - - - - - -
　河川（公共工作物） - - - - - - -
　ダム（公共工作物） - - - - - - -
　山林（公共工作物） - - - - - - -

有形固定資産の明細
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自治体名：山梨県後期高齢者医療広域連合 年度：令和4年度
会計：指定なし

（単位：円）

区分
前年度末残高

(A)
本年度増加額

(B)
本年度減少額

(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

本年度償却額
(F)

差引本年度末残高
(D)-(E)

(G)

有形固定資産の明細

　漁港・港湾（公共工作物） - - - - - - -
　公園（公共工作物） - - - - - - -
　下水道（公共工作物） - - - - - - -
　防火水槽（公共工作物） - - - - - - -
　下水処理（公共工作物） - - - - - - -
　トンネル（公共工作物） - - - - - - -
　農道（公共工作物） - - - - - - -
　林道（公共工作物） - - - - - - -
　その他（公共工作物） - - - - - - -
　その他の公共用財産 - - - - - - -
　公共用財産建設仮勘定 - - - - - - -
物品 2,012,040 - 2,012,040 - - - -
　機械器具 - - - - - - -
　物品 2,012,040 - 2,012,040 - - - -
　美術品 - - - - - - -
合計 2,012,040 - 2,012,040 - - - -
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